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【 件 名 】 最 低 賃金 の 改善 と 中 小 企業 支援 の 拡充 を 求め る 意見 書 

















労働 者 の 4 割 が 非 正規 雇用 化し 、4 人 に 1 人 が 年 収 200 万 円 以下 の ワー キン グ ・ プ ア と 
な り 、 平均 賃金 は 2000 年 に 比べ 15% も 目減り し て いる 。 世界 に も 例 の な い 賃 金 の 下落 が 、 
消費 低迷 、 生 産 縮小 、 雇 用 破壊 と 貧困 の 拡大 を 招い て いる 。 

2018 年 の 地域 別 最低 賃金 は 、 最 高 の 東京 都 で 時 給 985 円 、 岩手 県 で は 762 円 、 最 低 の 鹿 
島 県 で は 761 円 で 、 フ ル タ イ ム で 働い て も 年 収 120 万 円 か ら 150 万 円 し か 得 ら れ な い 。 
また 、 地域 間 格 差 も 大 きく 、 岩手 県 と 東京 都 で は 、 同じ 仕事 を し て も 1 時 間 当 た り で 223 
円 の 格差 が ある た め 、 若 い 労働 者 の 都市 部 へ の 流出 を 招い て いる 。 
政府 は 、「 最 低 賃金 毎年 3 % 程 度 引 き 上 げ て 、 加 重 平均 1, 000 円 を 目指 す 。」 と 述べ 、 現 
在 の 最低 賃金 の 水準 の 低 さ を 認め て いる 。2010 年 の 雇用 戦略 対話 で は 「 で きる 限り 早期 に 
全国 最低 800 円 を 確保 し 、 景気 状況 に 配慮 し つつ 、2020 年 まで に 全国 平均 1, 000 円 を 目指 
す 。」 と し た 「 政 労使 に よる 三 者 合意 」 が 成立 し て いる 。 

最低 賃金 1, 000 円 以上 は 、 中 小 企業 に は 支払 い が 困 難 と の 意見 も ある が 、 政 府 が 率先 し 
て 、 公 正 取引 ルー ル を 確立 し 、 中 小 企業 へ の 具体 的 な 支援 策 を 拡充 し な が ら 、 最 低 賃金 を 
引き 上 げ る 必要 が ある 。 

人 間 ら し く 生 活 で きる 水準 の 最低 賃金 を 確立 し 、 そ れ ら を 基軸 と し た 生活 保護 基準 、 年 
金 な ど を 整備 する こと に より 、 安 心して 暮らせ る 社会 を つく る こと が で きる 。 

よっ て 、 次 の 事項 に つい て 取り 組む よう 強く 要望 する 。 
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記 

1 最低 賃金 を 大 幅 に 引き 上 げ 、「 雇 用 戦略 対話 に お ける 最低 賃金 の 引き 上 げに 関す る 合 
意 」 に 基づき 、「 で きる 限り 早期 に 全国 最低 800 円 を 確保 し 、2020 年 まで に 全国 平均 
1, 000 円 を 目指 す 。」 を 達成 させ る こと 。 
2 全国 一 律 最低 賃金 制度 の 確立 な ど 地域 間 格 差 を 縮小 させ る た め の 施 策 を 進め る こ 
Pa 
3 中 小 企業 負担 を 軽減 する た め の 直 接 支 援 と し て 、 中 小 企業 と 労働 者 の 社会 保険 料 負 
担 や 税 の 減免 制度 な ど を 実現 する こと 。 

4 中 小 企業 に 対す る 大 企業 に よる 優越 的 地位 の 溢 用 な どの 防止 の た め 法 整備 を 含む 抜 
本 的 対策 を 講じ る こと 。 

















































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 6 月 7 日 
【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 総務 大 臣 財務 大 臣 農林 水産 大 臣 国土 交通 大 臣 
【 件 名 】 新 た な 過疎 対策 法 の 制定 に 関す る 意見 書 





過疎 対策 に つい て は 、 昭 和 






































H 45 年 に 「 過 疎 地域 対策 忠 急 措置 法 」 制 定 以来 、4 次 に わた る 




















特別 措置 法 の 制定 に より 、 総 合 的 な 過疎 対策 事業 が 実施 され 、 過 疎 地 域 に お ける 生活 環境 




















の 整備 や 産業 の 振興 な ど 一 





E の 成果 を 上 げた と ころ で ある 。 








hd 





し か し な が ら 、 依 然 と し て 多く の 集落 が 消滅 の 危機 に 瀬 し 、 ま た 、 森 林 管 理 の 放置 に よ 
る 森林 の 荒廃 や 度 重なる 喪 雨 ・ 地 震 等 の 発生 に よる 林地 月 壊 、 河 川 の 池 溢 な ど 、 極 め て 深 











刻 な 状況 に 直面 し て いる 。 



























































過疎 地域 は 、 我 が 国 の 国土 の 過半 を 占め 、 豊 か な 自然 や 歴史 ・ 文 化 を 有する ふる さと の 



































地域 で あり 、 都 市 に 対す る 食料 ・ 水 ・ エ ネル ギー の 供給 、 国 土 ・ 自 然 環境 の 保全 、 い や し 
の 場 の 提供 、 災 害 の 防止 、 森 林 に よる 地球 温暖 化 の 防止 な ど に 多大 な 真 献 を し て いる 。 
過疎 地域 が 果たし て いる この よう な 多面 的 ・ 公 益 的 機能 は 国民 共有 の 財産 で やり 、 そ れ 
は 過疎 地域 の 住民 に よっ て 支え られ て きた も の で ある 。 

現行 の 「 過 疎 地 域 自 立 促進 特別 措置 法 」 は 令 和 3 年 3 月 末 を も っ て 失効 する こと と な る 




















































































































が 、 過 疎 地 域 が 果たし て いる 多面 的 ・ 公 共 的 機能 を 今後 も 維持 し て いく た め に は 、 引 き 続 
き 、 過 疎 地 域 に 対し て 総合 的 か つ 積 極 的 な 支援 を 充実 ・ 強 化し 、 住 民 の 暮らし を 支え て い 














く 政 策 を 確立 ・ 推 進 す る こと が 重要 で ある 。 





















































過疎 地域 が 、 そ こ に 住み 続け る 住民 に と っ て 安心 ・ 安 全 に 暮らせ る 地域 と し て 健全 に 維 





























持 さ れる こと は 、 同 時 に 、 都 市 を も 含め た 国民 全体 の 安心 ・ 安 全 な 生活 に 寄与 する も の で 














ある こと か ら 、 引 き 続 き 総合 的 な 過疎 対策 を 充実 強化 させ る こと が 必要 で ある 。 
よっ て 、 新 た な 過疎 対策 法 の 制定 を 強く 要望 する 。 

















以上 、 地 方 自治 法 第 99 
































条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 6 月 13 日 


【 提 
【 件 


労 人 
、 平 均 賃金 は 2000 年 に 比べ 6. 29 
いま す 。 世界 に も 例 の な い 賃金 の 下落 が 消費 低迷 、 生 産 縮小 、 雇 / 
く 中 、 政 府 が 「 賃 上 げに よる 経済 の 好 循 環 」 を 
18 年 の 地域 別 最低 賃金 


な り 
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出 先 】 内閣 総 理大 臣 


厚生 労働 大 臣 内 閣 官房 長官 衆議院 議長 参議 院 議長 


名 】 最低 賃金 の 改善 と 中 小 企業 支援 の 拡充 を 求め る 意見 書 









































で は 761 








せん 。 ま た 、 地 
円 も 格差 が ある た め 、 若 い 労 働 者 の 者 
安倍 首相 は 「 最 低 賃金 を 毎年 3 % 程 度 引 き 上 げ て 、 加 重 平均 で 1, 000 円 を 目指 す 」 と 述 

「GDP に ふさ わし いり 最低 賃金 に する 」 と し て 、 現 在 の 最低 賃金 の 水準 の 低 さ を 朗 


AN 
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引き 上 げ を 進め る と 述べ まし た 。 








早期 
円 を 
は 、 
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が 率先 し て 、 公 正 取 引 ル ー ル を 確立 し 、 
低 賃金 を 引き 上 げ る 必要 が あり ます 。 
れ を 基軸 と し て 生活 保護 基準 、 年 金 、 

















者 の 4 割 が 非 正規 雇用 化し 、4 人 に 1 人 が 


























% (国税 庁 「 民 間 給 与 実態 


E 収 200 万 円 以下 の ワー キン グ ・ プ ア と 
統計 調査 」) も 目減り し て 
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に 全国 最低 
































ln 











B 市 部 へ の 流出 を 招い て い ヨ 



























































一 方 、2010 年 に 行わ れ た / 





























破壊 と 貧困 の 拡大 を 招 











目指 す と 言わ ざる を 得 な く な っ て いま す 。 
よ 、 最 高 の 東京 で 時 給 985 円 、 岩 手 県 で は 762 円 、 最 も 低い 鹿 
] に 過ぎ ず 、 フ ル タ イ ム で 働い て も 年 収 120 万 円 か ら 150 万 円 し か 得 ら れ ま 
戒 間 格差 も 大 きく 、 岩 手 県 と 東京 で は 同じ 仕事 を し て も 1 時 間 あ た り 223 
ます 。 


































































































| 戦略 対話 で は 「 で きる 限り 











800 円 を 確保 し 、 景 気 状況 に 配慮 し つつ 、2020 年 まで に は 全国 平均 1, 000 








指す 」 と し た 「 政 労使 に よる 三 者 合意 」 が 成立 し て い 3 
























































最低 賃金 1, 











用 戦略 対話 で の 合意 を 先 延ばし し 、 格 差 と 貧 
000 円 以上 」 は 、 中 小 企 業 に は 支払 い が 困 
















































































税 最低 限度 等 を 整備 する こと に より 、 
を つく る こと が で きま す 。 
及び 関係 機関 は 、 下 記 の 事項 に つい て 取り 組む よう 強く 要望 し ます 。 
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よっ て 、 国 








































































































記 




















E す 。 毎年 3 % 程 度 の 上 昇 で 
困 の 解消 を 遅らせ る だ け で す 。 

難 と の 意見 も あり ます が 、 政 府 
F 小 企業 へ の 具体 的 な 支援 策 を 拡充 し な が ら 、 最 





人 間 ら し く 生 活 で きる 水準 の 最低 賃金 を 確立 し 、 そ 
農民 の 自家 労 貨 、 下 請け 単価 、 家 内 工賃 、 税 金 の 課 


誰 も が 安心 し て 暮らす こと が で き 、 不 況 に 強い 社会 





























政府 は 、 最低 賃金 を 大 幅 に 引き 上 げ 、「 雇 用 戦略 対話 に お ける 最低 賃金 の 引き 上 げに 


関す る 合意 」 に 基づき 、「 で きる 限り 早期 に 全国 最低 800 













































































全国 平均 1, 000 円 を 目指 す 」 こ と を 早期 に 達成 させ る こと 。 
全国 一 律 最低 賃金 制度 の 確立 な ど 、 地 域 間 格差 を 縮小 させ る た め の 施 策 を 





政府 は 、 





政府 は 、 























い 遅 延 等 を 


以上 、 地 方 E 


























] を 確保 し 、2020 年 まで に 








中 小 企業 負担 を 軽減 する た め の 直 接 支 援 と し て 、 中 小 企業 と そこ で 働く 労 
働 者 の 社会 保険 料 負 担 や 税 の 減免 制度 な ど を 実現 する こと 。 


な ぐま こと 。 
































治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 書 を 提出 し 














政府 は 、 中 小 企業 に 対す る 大 企業 に よる 優越 的 地位 の 洲 用 、 代 金 の 買い 叩き や 支払 
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【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 6 月 28 日 


【 提 
【 件 





出 先 】 内閣 総 理大 臣 


過疎 対策 に つい て は 、 昭 和 45 年 に 




















特別 措置 法 の 制定 ( 




















の 整備 や 産業 の # 





る 森林 の 荒廃 や 度 重 な る 桂 雨 ・ 





刻 な 状況 ( 





こよ り 、 総 合 的 な 過疎 対策 事業 が 実施 され 、 過疎 } 
展 興 な ど 一 定 の 成果 を 上 げた と ころ で ある 。 
NN CN 
地震 等 の 発生 に よる 林地 崩壊 、 
土 の 過 半 を 占め 、 豊 か な 
こ 対す る 食料 ・ 水 ・ エ ネル ギー の 供給 、 国土 ・ 自 


地域 で あり 、 都 市 【 


の 場 の 提供 、 
































過疎 地域 が 果たし て いる この よう な 多面 的 
よっ て 支え られ て きた も の で ある 。 
] 措 置 法 」 
・ 公 益 的 機能 を 今後 も 維持 し て 
向 な 支援 を 充実 ・ 強 化し 、 住 


は 過疎 地域 の 住 








現行 の 「 過 
が 、 
き 、 
く 政 策 を 確立 











民 に 
也 域 自 








こ 直 面 し て いる 。 
過疎 地域 は 、 我 が 国 の 国 














「 過 疎 地域 対策 
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過疎 地域 が 果たし て いる 多 直 
し て 総合 的 か つ 積 極 B 
・ 推 進 す る こと が 重要 で ある 。 


過疎 地域 に 対 
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過疎 地域 が 、 そ こ 
持 さ れる こと は 、 同 時 に 、 
ある こと か ら 、 引 き 続 き 総 合 的 な 過疎 対策 を 充実 ・ 強 
よっ て 、 新 た な 過疎 対策 法 の f 





























以上 、 地 方 E 














治 法 第 99 条 の 規定 に 








に 住み 続け る 住民 に と っ て 安心 ・ 
都市 を も 含め た 国 








より 、j 





・ 公 益 的 機能 は 


緊急 措置 法 」 制定 以来 、 
也 域 に お ける 生活 環境 












































森林 管理 の 放置 に 
河川 の 池 溢 な ど 、 極 め て 深 





総務 大 臣 財務 大 臣 農林 水産 大 臣 国土 交通 大 臣 
名 】 新 た な 過疎 対策 法 の 制定 に 関す る 意見 書 


4 次 に わた る 























4 然 や 歴史 ・ 文 化 を 有する ふる さと の 
然 環境 の 保全 、 い や し 
災害 の 防止 、 森 林 に よる 地球 温暖 化 の 防止 な ど に 多大 な 貢献 を し て いる 。 

国民 共有 の 財産 で や り 、 そ れ 














は 令 和 3 年 3 月 末 を も っ て 失効 する こと と な る 











前 定 を 強く 要望 する 。 

















民 全 体 の 安心 ・ 





\ く た め 


に は 、 引 き 続 

















民 の 暮らし を 支え て い 





に 維 








安全 に 暮らせ る 地域 と し て 健全 ( 
安全 な 生活 【 














化 さ せる こと が \ 


時 ずる 。 


< こ 寄与 する も の で 
、 要 で ある 。 











市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








ー 関 市 





【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 6 月 28 日 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 総務 大 臣 財務 大 臣 
文部 科学 大 臣 
【 件 名 】 教 職員 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 拡充 に 係る 意見 書 


学校 現場 に お ける 解決 すべ き 課 題 が 山積 し て お り 、 子 供 た ちの 豊か な 学び を 実現 する た 
め の 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 困難 な 状況 と な っ て いま す 。 特に 
小学 校 に お いて は 、 新 学習 指導 要領 の 移行 期間 中 で あり 、 外 国語 教育 実施 の た め 授 業 時 数 
整 な ど 対 応 に 苦慮 し て いま す 。 豊か な 学び の 実現 の た め に は 教職 員 定 数 改善 な どの 施 
策 が 最 重 要 課 題 で す 。 
また 、 学 校 現場 に お いて は 、 長 時 間 労 働 是正 に 向け て 教職 員 の 働き 方 改革 が 進め られ よ 
うと し て いま す が 、 中 で も 教職 員 定 数 改善 は 欠か せま せん 。 

義務 教育 費 国 庫 負担 制度 に つい て は 、 平 成 18 年 度 に 国庫 負担 率 が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 
に 引き 下げ られ まし た 。 厳し い 財政 状況 の 中 、 独 自 財源 に より 人 的 措置 等 を 行っ て いる 
治 体 も ちり ます が 、 自 治 体 間 の 教育 格差 が 生じ る こと は 大 き な 間 題 で す 。 国 の 施策 と し て 
定数 改善 に 向け た 財源 保障 を し 、 子 供 た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 
受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で す 。 豊 か な 子供 の 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 
欠 で す 。 

よっ て 、 国 会 及び 政府 に お か れ て は 、 地 方 教育 行政 の 実情 を 十分 に 認識 され 、 地 方 自治 
体 が 計画 的 に 教育 行政 を 進め る こと が で きる よう に 、 下 記 の 措置 を 講じ し られ る よう 強く 要 
請 い た し ます 。 
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記 
1 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 
を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 




































































義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 
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治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 
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市 町 村 議会 名 意見 書 の 内 容 
久 慈 市 | 【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 6 月 28 日 





【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 総務 大 臣 財務 大 臣 農林 水産 大 臣 国土 交通 大 臣 
【 件 名 】 新 た な 過疎 対策 法 の 制定 に 関す る 意見 書 




















過疎 対策 に つい て は 、 昭 和 45 年 に 「 過 疎 地域 対策 緊急 措置 法 」 制 定 以来 、4 次 に わた る 
特別 措置 法 の 制定 に より 、 総 合 的 な 過疎 対策 事業 が 実施 され 、 過 疎 地 域 に お ける 生活 環境 
の 整備 や 産業 の 振興 な ど 一 定 の 成果 を 上 げた と ころ で ある 。 

し か し な が ら 、 依 然 と し て 多く の 集落 が 消滅 の 危機 に 瀬 し 、 ま た 、 有 森林 管 理 の 放置 に よ 
る 森林 の 荒廃 や 度 重 な る 豪雨 ・ 地 震 等 の 発生 に よる 林地 月 壊 、 河 川 の 池 溢 な ど 、 極 め て 深 
刻 な 状況 に 直面 し て いる 。 

過疎 地域 は 、 我 が 国 の 国土 の 過半 を 占め 、 豊 か な 自然 や 歴史 ・ 文 化 を 有する ふる さと の 
地域 で あり 、 都 市 に 対す る 食料 ・ 水 ・ エ ネル ギー の 供給 、 国 土 ・ 自 然 環境 の 保全 、 い や し 
の 場 の 提供 、 災 害 の 防止 、 森 林 に よる 地球 温暖 化 の 防止 な ど に 多大 な 貢献 を し て いる 。 

過疎 地域 が 果たし て いる この よう な 多面 的 ・ 公 益 的 機能 は 国民 共有 の 財産 で や り 、 そ れ 
は 過疎 地域 の 住民 に よっ て 支え られ て きた も の で ある 。 

現行 の 「 過 疎 地 域 自立 促進 特別 措置 法 」 は 令 和 3 年 3 月 末 を も っ て 失効 する こと と な る 
が 、 過 疎 地 域 が 果たし て いる 多面 的 ・ 公 人 益 的 機能 を 今後 も 維持 し て いく た め に は 、 引 き 続 
き 、 過 疎 地 域 に 対し て 総合 的 か つ 積 極 的 な 支援 を 充実 ・ 強 化し 、 住 民 の 暮らし を 支え て い 
く 政 策 を 確立 ・ 推 進 す る こと が 重要 で ある 。 

過疎 地域 が 、 そ こ に 住み 続け る 住民 に と っ て 安心 ・ 安 全 に 暮らせ る 地域 と し て 健全 に 維 
持 さ れる こと は 、 同 時 に 、 国 民 全 体 の 安心 ・ 安 全 な 生活 に 寄与 する も の で ある こと か ら 、 
引き 続き 総合 的 な 過疎 対策 を 充実 ・ 強 化 さ せる こと が 必要 で ある 。 

よっ て 、 新 た な 過疎 対策 法 の 制定 を 強く 要望 する 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








久 慈 市 | 【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 6 月 28 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 総務 大 臣 財務 大 臣 
文部 科学 大 臣 
【 件 名 】 教 職員 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 を 求め る 意見 書 





学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 困 難 化す る 中 で 、 子 ども た ちの 豊か な 学び を 実現 する 
た め に は 、 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する 体制 を 整備 する こと が 不可 欠 で あ 
る 。 
特に 小学 校 に お いて は 、 新 学習 指導 要領 の 移行 期間 に 入り 、 外 国語 教育 実施 の た め 授 業 
時 間 数 の 調整 な ど 対 応 に 苦慮 する 状況 と な っ て いる 。 

豊か な 学び の 実現 の た め に は 、 教 職員 定数 改善 な どの 施策 が 最 重要 課題 で あり 、 ま た 、 
明日 の 日 本 を 担う 子ども た ち を 育む 学校 現場 に お いて 、 教 職員 が 人 間 ら し い 働き 方 が で き 
る た め の 長 時 間 労 働 是 正 が 必要 で あり 、 そ の た め の 教 職員 定数 改善 は 欠か すこ と の で き な 
いも の で ある 。 

義務 教育 費 国庫 負担 制度 に つい て は 、 平成 18 年 の 三位一体 改革 」 の 中 で 国庫 負担 率 が 
2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ 、 い くつ か の 自治 体 に お いて は 、 茂 し い 財政 状況 の 
中 、 独 自 財源 に よる 人 的 措置 が 行わ れ て いる が 、 地 方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いる こと や 
ヨ 治 体 間 の 教育 格差 が 生じ し る こと か ら 、 国 の 施策 と し て 定数 改善 に 向け た 財源 保障 を し 、 
子ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 
で ある 。 
豊か な 子ども た ちの 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で ある こと か ら 、 下 記事 項 
が 実現 され る よう 強く 要望 する 。 
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記 
1 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 
を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 












































































































































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








軽 米 町 | 【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 9 月 13 日 
【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 厚生 労働 大 臣 財務 大 臣 
【 件 名 】 介 護 従 事 者 の 全国 を 適用 地域 と し た 特定 最低 賃金 の 新設 を 求め る 意見 書 


























高齢 化 が 進む 中 で 、 介護 従事 者 の 人 材 確保 ・ 離 職 防止 対策 は 喫 臣 の 課題 と な か っ て いま す 。 
全労連 が 実施 し た 「 介 護 施設 に 働く 労働 者 アン ケー ト 」 (2014 年 ) で は 、 介 護 施設 の 労働 
者 の 賃金 が 全 産 業 労働 者 の 賃金 より 約 10 万 円 も 低く な っ て いま す 。 介護 の 仕事 を 「 辞 め た 
い 」 と 考え た こと が ある 人 は 57.3% に も 達し 、 辞 め た い 理由 は 「 賃 金 が 安い 」 (44.7%) 、 
仕事 が 忙し すぎ る 」(36.9%) 、「 体 力 が 続か な い 」(30.1%) と な っ て いま す 。 ま た 、「 十 
分 な サー ビス が で き て いな い 」 は 回 答 者 の 4 割 近く に の ぼり 、 そ の 理由 と し て 「 人 員 が 少 
な く 業 務 が 過密 」 が 約 8 割 と 群 を 抜い て いま す 。「 低 賃金 ・ 過 重労働 」 の 実態 は 依然 と し て 
改善 され て お ら ず 、 こ の こと が 人 員 不 足 を 深刻 化 さ せ 、 利 用 者 の 安全 や 介護 の 質 に も 影響 
を 及ぼ し か ね な い 事 態 に な っ て いま す 。 

本 来 、 介 護 施 設 等 の 安全 ・ 安 心 な 職員 体制 や 介護 現場 で 働く 労働 者 の 処 山 の 確保 は 国 の 
責任 で 行わ れる べき で す 。 し か し 、 現実 に は 、 職員 体制 の 充実 は 事務 所 の 努力 に 委ね られ 、 
処遇 改善 も 利用 者 ・ 国 民 の 負担 に 依拠 し 、 さ ら に は 介護 報酬 の 引き 下げ に よっ て 、 処 遇 改 
善 や 体制 確保 を 不安 定 に し て いま す 。 介護 従事 者 の 賃金 底上げ な ど 処 遇 の 改善 、 人 材 確 保 
と 体制 強化 を 実現 する た め 、 下 記 の 事項 に つい て 国 に 要望 し ます 。 
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記 
1 、 介 護 従事 者 の 賃金 の 底上げ を は か り 、 安 全 ・ 安 心 の 介護 体制 を 確保 する た め に 、 
国 を 適用 対象 と し た 介護 従事 者 の 特定 最低 賃金 を 新設 する こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 





























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
軽 米 町 | 【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 9 月 183 日 





【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 厚生 労働 大 臣 財務 大 臣 
【 件 名 】 看護 師 の 全国 を 適用 地域 と し た 特定 最低 賃金 の 新設 を 求め る 意見 書 























高齢 化 が 進む 中 で 、 厚生 労働 省 は 、2025 年 に 向け た 看護 職員 の 推計 と 確保 策 の 中 で 、 
職員 の 必要 数 は 200 万 人 と 試算 し まし た 。 し か し 、 医 療 ・ 看 護 の 現場 で は 、 引 き 続 き 
し ゆい 労働 環 境 と 低 賃 金 の も と 、 看 護 師 の 定着 が すす まず 、 高 い 離職 率 の 中 、 慢 性 的 な 人 旧 
不足 が 続い て いま す 。 岩手 医 労 連 が 実施 し た 「2017 年 看護 職員 の 労働 実態 調査 」 (岩手 県 
医 労連 加盟 の 看護 職員 1826 人 の 集計 ) で は 、 慢 性 疲労 が 約 8 割 、 健 康 不安 の 訴え も 約 7 
割 、 3 人 に 1 人 が 切迫 流産 で 、 流 産 も 1 割 に 達する な ど 、 人 手 不足 の 中 で 過酷 な 勤務 実態 
が 浮き 彫り と な り ま し た 。 こ の よう な 労働 環境 で 働く 看護 師 は 、 仕 事 を 辞め た いと 感じ な 
が ら 働 いて いる 割合 が 81% に も 達し 、 辞 め た い 理 由 の 第 1 位 は 「 人 手 不 足 で 仕事 が きつ い 」 
47.7%、「 賃 金 が 安い 」 は 27.8% と いう 結果 と な っ て いま す 。「 低 賃金 ・ 過 重労働 」 の 実態 
は 依然 と し て 改善 され て お ら ず 、 こ の こと が 人 上 員 不 足 を 深刻 化 さ せ 、 患 者 ・ 利 用 者 の 安全 
や や 看護 の 質 に も 影響 を 及ぼ し か ね な い 事 熊 に な っ て いま す 。 

全 産 業平 均 よ り も 低い 看護 師 の 賃金 水準 の 原因 の ひと つ は 、 同 じ ヒラ イセ ンス で あり な が 
ら 働 く 地 域 に よっ て 初任 給 の 格差 が 月 額 9 万 円 に も 及ぶ 地域 間 格 差 が あり ます 。 こ れ に よ 
り 、 県 内 の 看護 師 養 成 機関 の 卒業 生 の 約 半数 が 県 外 へ 就職 し 、 看 護 師 の 地域 偏在 や 離職 者 
増 を 引き 起こ し て いま す 。 医療 施設 等 の 安全 ・ 安 心 な 職員 体制 や 医療 ・ 看 護 現場 で 働く 労 
働 者 の 処遇 の 確保 は 国 の 責任 で 行わ れる べき で す 。 こ の よう な 観点 か ら 、 看 護 師 の 賃金 底 
上 げ な ど 処 遇 の 改善 、 人 材 確保 と 体制 強化 を 実現 する た め 、 下 記 の 事項 に つい て 国 に 要望 
じじ ます 。 
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和男 誤 員 









































































































































































































































































































































































































































































































































記 
1 、 看 護 師 の 賃金 の 底上げ を は か り 、 安 全 ・ 安 心 の 医療 ・ 看 護 体 制 を 確保 する た め に 、 
全国 を 適用 対象 と し た 看護 師 の 特定 最低 賃金 を 新設 する こと 。 















































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 























市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








軽米 町 





【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 9 月 13 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 総務 大 臣 財務 大 臣 文部 科学 大 臣 厚生 労働 大 臣 
【 件 名 】 医師 養成 定員 を 減ら す 政府 方 針 の 見 直し を 求め る 意見 書 


日 本 の 医師 数 は 、100 床 あ た り 17.1 人 で ドイ ツ の 47.6 人 、 イ ギリ ス の 97.7 人 (OEC 
D ヘ ルス デー タ 2014) と 比較 し て 極め て 少な く 、 週 60 時 間 以 上 働く 割合 は 職種 別 で 医師 
が 最も 高く な っ て いま す 。 特に 救急 や 産科 で は 週 労働 時 間 は 平均 80~90 時 間 を 超え 、 当直 
を 含む 32 時 間 連 続 勤 務 が 強い られ て いま す 。 

先般 、「 家 事 ・ 育 児 の た め 女 性 医師 は アク ティ ビ テ ィ が 劣る 」 な ど を 理由 に し た 東京 医科 
大 学 の 入試 女性 差別 が 発覚 し まし た が 、 長 時 間 労 働 が 常態 化し 、 女 性 医師 が 働き 続け られ 
な い 実 態 こ そ 医 療 界 の 解決 すべ き 緊 急 の 課題 で す 。 日 本 の 女性 医師 数 は 、 全 体 の 2 割 に し 
か すぎ ず 、4 割 を 超え て いる OECD 諸国 と 比較 し て も 異常 な 低 水 準 と な っ て いま す 。 女 
性 医師 も 含む すべ て の 医師 の 長 時 間 労 働 の 改善 、 そ の た め の 絶 対 的 医師 不足 の 解消 こそ 求 
め ら れ て いま す 。 

と ころ が 、 政 府 の 「 骨 太 の 方 針 2018」 で は 、2022 年 度 以降 の 
向 が 打ち 出さ れ ま し た 。 そ の 根拠 と され る 厚生 労働 省 の 医師 需給 の 将来 推計 は 、 想 定 する 
医師 の 長 時 間 労働 の 改善 は 極め て 不 十分 な も の で あり 、 ま た 、 医 療 需 要 は 入院 を 減ら す 地 
域 医療 構想 に 連動 し て いま す 。 こ の 推計 を も と に 医師 の 養成 定員 を 減ら し て し まう と 、 女 
性 医師 へ の 偏見 と 差別 を 克服 する に 足る 医師 の 長 時 間 労働 の 改善 に は 全く 覚 東 無い ば か り 
か 、 救 急 ・ 産 科 ・ 小 児 科 な ど 「 地 域 医療 崩壊 の 危機 」 を 打開 する た め 拡 大 され た 医師 養成 
水準 を 引き 下げ る こと で 、 再 び 、 同 様 の 危機 を 招く こと さえ 危 恨 され ます 。 高齢 者 人 口 の 
増加 に と も な い 、2055 年 頃 ま で 高 止 まり する と 見 通さ れる 医療 電 要 の 伸び に 対応 し 、 住 民 
が 安心 し て 暮らせ る 救急 医療 や 地域 包括 ケア 体制 の 充実 が 図ら れる よう 、 引 き 続 き 、 医 師 
数 を 増やす こと を 強く 求め 、 下 記 の 事項 に つい て 国 に 要望 し ます 。 

記 
1 、2022 年 度 以降 の 医師 養成 定員 減 と いう 方 向 を 見 直し 、 医 療 現場 と 地域 の 実態 を 踏 3 
え 、 医 師 数 を OECD 平均 以上 の 水準 に 増やす こと 。 
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部 定員 減 を 検討 する 方 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








金ケ崎 町 | 【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 9 月 18 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 厚生 労働 大 臣 
【 件 名 】 最低 賃金 の 改善 と 中 小 企業 支援 の 拡充 を 求め る 意見 書 















































平成 3 0 年 の 地域 別 最低 賃金 は 、 最 高 の 東京 都 で 時 給 9 8 5 円 、 岩 手 県 で は 7 6 2 円 、 
最も 低い 鹿児島 県 で は 7 6 1 円 と な っ て お り 、 地 域 間 格差 も 大 きく 、 最 高額 の 東京 都 と 岩 
手 県 で は 、 同 じ 仕 事 を し て も 1 時 間 当 た り で 2 2 3 円 も 格差 が ある た め 、 若 い 労 働 者 の 都 
市 部 へ の 流出 を 招い て いま す 。 
平成 2 2 年 に 行わ れ た 雇用 戦略 対話 で は 「 で きる 限り 早期 に 全国 最低 8 0 0 円 を 確保 し 、 
景気 状況 に 配慮 し つつ 、 令 和 2 年 まで に 全国 平均 1, 0 0 0 円 を めざす 」 と し た 「 政 労使 
に よる 三 者 合意 」 が 成立 し て いま す 。 
「 最 低 賃金 1 0 0 0 円 以上 」 は 、 中 小 企業 に は 支払 い が 困 難 と の 意見 も ちる が 、 政 府 
が 率先 し て 、 公 正 取引 ルー ル を 確立 し 、 中 小 企業 へ の 具体 的 な 支援 策 を 拡充 し な が ら 、 最 
低 賃 金 を 引き 上 げ る 必要 が あり ます 。 人間らしく 生活 で きる 水準 の 最低 賃金 を 確立 し 、 そ 
れ を 基軸 と し て 生活 保護 基準 、 年 金 、 税 金 の 課税 最低 限度 等 を 整備 すれ ば 、 誰 も が 安心 し 
て 暮らせ 、 不 況 に 強い 社会 を つく る こと が で きま す 。 
よっ て 政府 は 、 次 の 事項 に つい て 取り 組む よう 強く 要望 し ます 。 
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記 











1. 政府 は 、 最 低 賃金 を 大 幅 に 引上げ 、「 雇 用 戦略 対話 に お ける 最低 賃金 の 引き 上 げに 関 
する 合意 」 に 基づき 、「 で きる 限り 早期 に 全国 最低 8 0 0 円 を 確保 し 、 令 和 2 年 まで に 
全国 平均 1, 000 円 を めざす 」 こ と を 早期 に 達成 させ る こと 。 

2. 政府 は 、 全国 一 律 最低 賃金 制度 の 確立 な ど 、 地域 間 格差 を 縮小 させ る た め の 施 策 を 進 
め る こと 。 
3. 政府 は 、 中 小 企業 負担 を 軽減 する た め の 直 接 支援 と し て 、 中 小 企業 と そこ で 働く 労働 
者 の 社会 保険 料 負 担 や 税 の 減免 制度 な ど を 実現 する こと 。 

4. 中 小 企 業 に 対す る 大 企業 に よる 優越 的 地位 の 溢 用 、 代 金 買い 叩き や 支払 い 遅 延 等 を な 
くす た め 、 法 整備 を 含む 抜本 的 対策 を 講じ る こと 。 












































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








岩 泉 町 | 【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 9 月 20 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議 長 内 閣 総理 大 臣 財務 大 臣 総務 大 臣 
文部 科学 大 臣 
【 件 名 】 教 職員 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 を 求め る 意見 書 





学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 困 難 化す る 中 で 、 子 ども た ちの 豊か な 学び を 実現 する 
た め に は 、 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で す 。 特に 小学 校 に 
お いて は 、 昨 年 度 か ら 新 学 習 指導 要領 の 移行 期間 に 入り 、 外 国語 教育 実施 の た め 授 業 時 数 
の 調整 な ど 対 応 に 苦慮 する 状況 と な っ て いま す 。 豊 か な 学び の 実現 の た め に は 、 教 職員 定 
数 改善 な どの 施策 が 最 重 要 課題 で す 。 明 日 の 日 本 を 担う 子ども た ち を 育む 学校 現場 に お い 
て 、 教 職員 が 人 間 ら し い 働き 方 が で きる た め の 長 時 間 労 働 是 正 が 必要 で あり 、 そ の た め の 
教職 員 定 数 改善 は 欠か せま せん 。 

また 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 に つい て は 、 平成 18 年 三位一体 改革 の 中 で 、 国庫 負担 率 
が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ まし た 。 茂 し い 財政 状況 の 中 、 独 自 財源 に よる 人 
的 措置 を 行っ て いる 自治 体 も ちり ます が 、 地 方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いる こと や 自治 体 
間 の 教育 格差 が 生じ る こと は 大 き な 間 題 で す 。 国 の 施策 と し て 定数 改善 に 向け た 財源 保障 
を し 、 子 ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 















































































































































































































































































































































よっ て 、 子 ども た ちの 豊か な 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で ある こと か ら 、 
令 和 2 年 度 政府 予算 編成 に お いて 、 下 記事 項 が 実現 され る よう 、 強 く 要 望 し ます 。 











記 
































1 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
2 義務 教育 費 国 庫 負 担 制 度 の 負担 割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 





























以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








ー 関 市 





【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 9 月 26 日 


【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 厚生 労働 大 臣 


財務 大 臣 文部 科学 大 臣 総務 大 臣 


【 件 名 】 医師 養成 定員 を 減ら す 政府 方 針 の 見 直し を 求め る 意見 書 











日 本 の 医師 数 は 、100 床 当 た り 17.1 人 で ドイ ツ の 47.6 人 、 イ ギリ ス の 97.7 人 (OEC 








D ヘ ルス デー タ 2014) と 比較 し て 極め て 少な く 、 週 60 時 間 以上 働く 割合 は 職種 別 で 医師 が 











最も 高く な っ て いま す 。 

















が 強い られ て いま す 
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特に 救急 や 産科 で は 週 労働 時 間 は 平均 80~90 時 間 を : 


先般 、「 家 事 ・ 育 児 の た め 女 性 医師 は アク ティ ビ テ ィ が 劣る 」 な ど を 理由 に し た 東京 医科 
大 学 の 入試 女性 差別 が 発覚 し まし た が 、 長 時 間 労 0 
な い 実 態 こそ 医療 界 の 解決 すべ き 監 急 の 課 




















か すぎ ず 、4 割 を 超え て いる OECD 諸国 








と 比較 し て も 異常 な 























直 を 含む 32 時 間 連 続 勤務 






































化し 、 女 性 医師 が 働き 続け られ 
医師 数 は 、 全 体 の 2 割 に し 

















区 水準 と な っ て いま す 。 女 


性 医師 も 含む 全て の 医師 の 長 時間 労 働 の 改善 、 そ の た め の 絶 対 的 医師 不足 の 解消 こそ 求め 

















られ て いま す 。 


と ころ が 、 政府 の 「 骨 太 の 方 針 2018」 で は 、2022 年 度 以 
向 が 打ち 出さ れ ま し た 。 そ の 根拠 と され る 厚生 労作 
医師 の 長 時 間 労働 の 改善 は 極め て 不 十 分 な も の で あり 、3 
域 医療 構想 に 連動 し て いま す 。 こ の 推計 を も と に 医師 
性 医師 へ の 偏見 と 差別 を 克服 する に 足る 医 全 
か りか 、 救 急 ・ 産 科 ・ 小 児 科 な ど 「 地 域 医療 崩壊 の 危機 」 を 打開 する た め 拡 大 され た 医師 
養成 水準 を 引き 下げ る こと で 、 再 び 、 同 様 の 危機 を 招く こと さえ 危 眉 され ます 。 高齢 者 人 
の 増加 に 伴い 、2055 年 ご ろ ま で 高 止 まり する と 見 通 さ れる 医療 需要 の 伸び に 対応 し 、 住 
民 が 安心 し て 暮らせ る 救急 医療 や 地域 包括 ケア 体 第 
師 数 を ふやす こと を 強く 求め る も の で す 。 下 記 の ヨ 









































































































































2022 年 度 以 降 の 医師 養成 定員 減 と いう 方 向 を 見 直し 、 
え 、 医 師 数 を OECD 平均 以上 の 水準 に ふやす こと 。 




















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、: 
































医学 部 定員 減 を 検討 する 方 
諸 給 の 将来 推計 は 、 想 定 する 
































、 医 療 電 要 は 入院 を 減ら す 地 
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E 員 を 減ら し て し まう と 、 女 








療 に は 全く お ぼ つ か な 
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鹿 ら れる よう 、 引 き 続 き 、 医 
国 に 要望 し ます 。 

















医療 現場 と 地域 の 実態 を 踏ま 
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る 森林 


刻 な 状況 に 直 軸 


出 先 】 内閣 総 理大 臣 
名 】 新 た な 過疎 対策 法 の 制定 に 関す る 意見 書 


策 に つい て は 、 昭 和 45 年 に 
総合 的 な 過疎 対策 事業 が 実施 され 、 

の 成果 を 上 げた と ころ で あり ます 。 
こ 瀬 し 、 
『・ 地 震 等 の 発生 に よる 林地 崩壊 、 河 川 の ? 
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し て いま 





























過疎 地域 は 


地域 で あり 、 都 市 











財務 大 臣 

















[過疎 地域 対策 


隊 











り 、 





























滅 の 危機 ( 




















す 。 


~~ 








、 我 が 国 








の 国土 の 過半 を 占め 、 豊 か な 

















急 措置 法 」 制 


a 然 や 





まな た 。、 





























の 場 の 提 


レ ヾ ヽ 


過疎 地域 が 果たし て いる この よう な 多 碧 
域 の 住 


は 過疎 地 
現行 の 





「 過 


災害 の 防 

















民 に よ 
疎 地域 自 








に 対す る 








比 絵 


ey/ 


食料 ・ 水 ・ エ ネル ギー の 
止 、 森 林 に よる 地球 温暖 化 の 防 」| 
的 ・ 























公益 的 機能 は 国 





国土 ・ 自 





ロロ ヽ 
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過疎 地域 が 、 そ 
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ある こと か ら 、 
よっ て 、 新 た な 過疎 対策 法 の 制 


以上 、 地 
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E 活 に 寄与 する も の で 





民 共 有 の 財産 で や り 、 そ れ 


は 令 和 3 年 3 月 末 を も っ て 失効 する こと と な り 
公益 的 機能 を 今後 も 維持 し て いく た め に 
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【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 9 月 26 日 


【 提 


【 件 


出 先 】 内 閣 総理 大 臣 


参議 院 議 


財務 大 臣 総務 大 臣 文部 科学 大 臣 衆議院 議 


名 】 教 職員 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 を 求め る 意見 書 


学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 


め に 


は 、 





教材 

















困難 化す る 中 で 子ども た ちの 豊か な 学び を 実現 する た 








究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で す 。 特に 小学 校 に お 








いて は 、 平成 30 年 度 か ら 新 学習 指導 要領 の 移行 期間 に 入り 、 外国 語 教育 実施 の た め 授 業 時 


数 の 



































調整 な ど 対 応 に 苦 虐 する 状況 と 









































な っ て いま す 。 豊 か な 学び の 実現 の た め に は 教職 員 定 









































数 改善 な どの 施策 が 最 重 要 課 題 で す 。 ま た 、 明 日 の 日 本 を 担う 子ども た ち を 育む お 学校 現場 
に お いて 、 教 職員 が 人 間 ら し い 働 き 


た め の 教 職員 定数 改善 は 欠か せま せん 。 


義務 


3 分 の 
いる 




















治 体 も ちり ます が 、 








































































































方 を する た め に は 長 時 間 労 働 是正 が 必要 で あり 、 そ の 




















し エ 























教育 費 国庫 負担 制度 に つい て は 、 「 三 位 一 体 改 革 」 の 中 で 国庫 負担 率 が 2 分 の 1 か ら 
1 に 引き 下げ られ まし た 。 茂 し い 財政 状況 の 中 、 独 自 財 源 に より 人 的 措置 を 行っ て 
地方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いる こと や 自治 体 間 の 教育 格差 が 



























































生じ る こと は 大 き な 問 題 で す 。 国 の 施策 と し て 財源 保障 を し 、 子 ども た ち が 全 国 ど こ に 住 
ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で す 。 豊か な 子ども の 学び 




























































































を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で す 。 
よっ て 国会 及び 政府 に お か れ て は 、 地 方 教育 行政 の 実情 を 十分 に 認識 され 、 地 方 自治 体 
が 計画 的 に 教育 行政 を 進め る こと が で きる よう に 、 下 記 の 措置 を 講じ し られ る よう 強く 要望 
し ます 。 
記 
1 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 | 


教育 の 機 
























































こ 基 づき 、 意 見 

















会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 和 務 教 育 費 国 庫 負担 制度 の 負担 割 
合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








普 代 村 | 【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 9 月 26 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 財務 大 臣 総務 大 臣 
文部 科学 大 臣 

【 件 名 】 教 職員 定数 の 改善 及び 義務 教育 費 国庫 負担 制度 拡充 に 係る 意見 書 


学校 現場 で は 、 解 決 す べ き 課題 が 山積 し て お り 、 子 ども た ちら の ゆたか な 学び を 実現 する 
た め の 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 困難 な 状況 と な っ て いま す 。 特 
に 小学 校 に お いて は 、 新 学習 指導 要領 の 移行 期間 中 で あり 、 外 国語 教育 実施 の た め 授 業 時 
数 の 調整 な ど 対応 に 苦慮 し て いま す 。 ゆ た か な 学び の 実現 の た め に は 教職 員 定 数 改善 な ど 
の 施策 が 最 重 要 課 題 で す 。 ま た 、 学 校 現場 に お いて は 、 長 時 間 労 働 是正 に むけ て 教職 員 の 
働き 方 改革 が すす め ら れ よ うと し て いま す が 、 中 で も 教職 員 定 数 改善 は 欠か せま せん 。 
義務 教育 費 国 庫 負担 制度 に つい て は 、 平成 18 年 の 「 三 位 一 体 改革 」 の 中 で 国庫 負担 率 が 
2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ まし た 。 茂 し い 財政 状況 の 中 、 独 自 財源 に より 人 的 
措置 等 を 行っ て いる 自治 体 も ちり ます が 、 自 治 体 間 の 教育 格差 が 生じ る こと は 大 き な 問 題 
で す 。 国 の 施策 と し て 定数 改善 に むけ た 財源 保障 を し 、 子 ども た ち が 全 国 の どこ に 住ん で 
いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で す 。 ゆ た か な 子ども の 学び を 
保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で す 。 
よっ て 、 国 会 及び 政府 に お か れ て は 、 地 方 教育 行政 の 実情 を 十分 に 認識 され 、 地 方 自治 
体 が 計画 的 に 教育 行政 を 進め る こと が で きる よう に 、 下 記 の 措置 を 講じ し られ る よう 強く 要 
請 し ます 。 
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1 . 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
2 . 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 
を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 





































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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意見 書 の 内 容 








普 代 村 





【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 9 月 26 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 
【 件 名 】 新 た な 過疎 対策 法 の 制定 に 関す る 意見 書 


過疎 対策 に つい て は 、 昭 和 4 5 有 
る 特別 措置 法 の 制定 に より 、 総 合 的 な 過疎 対策 
境 の 整備 や 産業 の 振興 な ど 一 

し か し な が ら 、 依 然 と し て 多く の 集落 が 
る 森林 の 荒廃 や 度 重 な る 豪 上 
刻 な 状況 に 直面 し て いる 。 

過疎 地域 は 、 我 が 国 の 臣 
地域 で あり 、 都 市 に 対す る 1 




























































































の 成果 を 上 け 



























































占め 、 豊 か な EE 





に 「 過 疎 地域 対策 緊急 措置 法 」 











食料 ・ 水 ・ エ ネル ギー の 供給 、 























総務 大 臣 財務 大 臣 農林 水産 大 臣 国土 交通 大 臣 


骨 定 以来 、4 次 に わた 
『 業 が 実施 され 、 過 疎 地域 に お ける 生活 環 
た だ と ろ で ある 。 
i 滅 の 危機 に 瀬 し 、 
且 ・ 地 震 等 の 発生 に よる 林地 有 崩壊 、 河 川 の 














E た 、 森 林 管 理 の 放置 に よ 





B 溢 な ど 、 極 め て 深 




















史 ・ 文 化 を 有する ふる さと の 
然 環境 の 保全 、 い や し 


の 場 の 提供 、 災 害 の 防止 、 森 林 に よる 地球 温暖 化 の 防止 な ど に 多大 な 真 献 を し て いる 。 

















過疎 地域 が 果たし て いる この よう な 多 碧 
は 過疎 地域 の 住民 に よっ て 支え られ て きた も の で ある 。 
現行 の 「 過 疎 地 域 自立 


























が 、 過 疎 地域 が 果たし て いる 多面 的 
き 、 過 疎 地域 に 対し て 総合 的 か つ 積 極 的 な 支援 を 充実 ・ 強 
く 政 策 を 確立 ・ 推 進 す る こと が 









































措置 法 」 は 令 和 3 


・ 公 益 的 機能 を 今後 も 維持 し て 


的 ・ 公 益 的 機能 は 攻 



































過疎 地域 が 、 そ こ 





ある こと か ら 、 引 き 




















ほ 妥 で ある 。 
主 民 に と っ て 安心 ・ 








持 さ れる こと は 、 同 時 に 、 都 市 を も 含め た 医 


























よっ て 、 新 た な 過 








以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規 』 





























ミ づ き 意 見 書 を 提出 し 
































し し 、 住 
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民 共 有 の 財産 で や り 、 そ れ 


E 3 月末 を も っ て 失効 する こと と な る 
\ ヽ く た め に は 、 引 き 続 
民 の 暮らし を 支え て い 





安全 に 暮らせ る 地域 と し て 健全 に 維 
E 活 に 寄与 する も の で 


品 





続き 総合 的 な 過疎 対策 を 充実 強化 させ る こと が 必要 で ある 。 
を 強く 要望 する 。 
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意見 書 の 内 容 








= 戸 !、 市 





【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 10 月 2 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 総務 大 臣 財務 大 臣 農林 水産 大 臣 国土 交通 大 臣 
【 件 名 】 新 た な 過疎 対策 法 の 制定 に 関す る 意見 書 




















過疎 対策 に つい て は 、 昭 和 45 年 に 「 過 疎 地域 対策 緊急 措置 法 」 制 定 以来 、4 次 に わた る 
特別 措置 法 の 制定 に より 、 総 合 的 な 過疎 対策 事業 が 実施 され 、 過 疎 地 域 に お ける 生活 環境 
の 整備 や 産業 の 振興 な ど 一 定 の 成果 を 上 げた と ころ で ある 。 

し か し な が ら 、 依 然 と し て 多く の 集落 が 消滅 の 危機 に 河 し 、 ま た 、 和 森林 管理 の 放置 に よ 
る 森林 の 荒廃 や 度 重なる 杏 雨 ・ 地 震 等 の 発生 に よる 林地 崩壊 、 河 川 の 池 溢 な ど 、 極 め て 深 
刻 な 状況 に 直面 し て いる 。 

過疎 地域 は 、 我 が 国 の 国土 の 過半 を 占め 、 豊 か な 自然 や 歴史 ・ 文 化 を 有する ふる さと の 
地域 で あり 、 都 市 に 対す る 食料 ・ 水 ・ エ ネル ギー の 供給 、 国 土 ・ 自 然 環境 の 保全 、 い や し 
の 場 の 提供 、 災 害 の 防止 、 森 林 に よる 地球 温暖 化 の 防止 な ど に 多大 な 貢献 を し て いる 。 

過疎 地域 が 果たし て いる この よう な 多面 的 ・ 公 益 的 機能 は 国民 共有 の 財産 で や り 、 そ れ 
は 過疎 地域 の 住民 に よっ て 支え られ て きた も の で ある 。 

現行 の 「 過 疎 地 域 自 立 促進 特別 措置 法 」 は 令 和 3 年 3 月 末 を も っ て 失効 する こと と な る 
が 、 過 疎 地域 が 果たし て いる 多面 的 ・ 公 人 益 的 機能 を 今後 も 維持 し て いく た め に は 、 引 き 続 
き 、 過 疎 地域 に 対し て 総合 的 か つ 積 極 的 な 支援 を 充実 ・ 強 化し 、 住 民 の 暮らし を 支え て い 
く 政 策 を 確立 ・ 推 進 す る こと が 重要 で ある 。 

過疎 地域 が 、 そ こ に 住み 続け る 住民 に と っ て 安心 ・ 安 全 に 暮らせ る 地域 と し て 健全 に 維 
持 さ れる こと は 、 同 時 に 、 都 市 を も 含め た 国民 全体 の 安心 ・ 安 全 な 生活 に 寄与 する も の で 
ある こと か ら 、 引 き 続 き 総合 的 な 過疎 対策 を 充実 強化 させ る こと が 必要 で ある 。 

よっ て 、 新 た な 過疎 対策 法 の 制定 を 強く 要望 する 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 10 月 2 日 


【 提 出 先 】 衆 議院 議長 参議 院 議 長 内 閣 総理 大 臣 文部 科学 大 臣 財務 大 臣 


総務 大 臣 


【 件 名 】 教 職員 定数 の 改善 及び 義務 教育 費 国庫 負担 制度 拡充 に 係る 意見 書 


学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 困 難 化 する 中 で 子ども た ちの ゆたか な 学び を 実現 する 
た め に は 、 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で す 。 特 に 小学 校 に 
お いて は 、18 年 度 か ら 新 学 習 指導 要領 の 移行 期間 に 入り 、 外 国語 教育 実施 の た め 授 業 時 数 





















































の 調整 な ど 対応 に 苦慮 する 状況 と な っ て いま す 。 ゆ た か な 学び の 実現 の た め に は 教職 員 定 


































































































数 改善 な どの 施策 が 最 重要 課題 で す 。 ま た 、 明 日 の 日 本 を 担う 子ども た ち を 育む 学校 現場 
に お いて 、 教 職員 が 人 間 ら し い 働 き 方 が で きる た め の 長 時 間 労 働 是 正 が 必要 で あり 、 そ の 














た め の 教 職員 定数 改善 は 欠か せま せん 。 



















































































義務 教育 費 国庫 負担 制度 に つい て は 、 小 泉 政権 下 の 「 三 位 一 体 改 革 」 の 中 で 国庫 負担 率 
が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ まし た 。 茂 し い 財政 状況 の 中 、 独 自 財源 に より 人 
的 措置 を 行っ て いる 自治 体 も ちり ます が 、 地 方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いる こと や 自治 体 
間 の 教育 格差 が 生じ る こと は 大 き な 問 題 で す 。 国 の 施策 と し て 定数 改善 に むけ た 財源 保障 





























を し 、 子 ども た ち が 全 国 の どこ に 人 
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E ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 








上 の 要請 で す 。 ゆ た か な 子ども の 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で す 。 
よっ て 、 国 会 及び 政府 に お か れ て は 、 地 方 教育 行政 の 実情 を 十分 に 認識 され 、 地 方 自治 
体 が 計画 的 に 教育 行政 を 進め る こと が で きる よう に 、 下 記 の 措置 を 講じ られ る よう 強く 要 

















































































































請 し ます 。 
記 
1. 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 
2. 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 
の 負担 割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 























以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
洋 野 町 | 【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 10 月 8 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 総務 大 臣 財務 大 臣 農林 水産 大 臣 国土 交通 大 臣 
【 件 名 】 新 た な 過疎 対策 法 の 制定 に 関す る 意見 書 
過疎 対策 に つい て は 、 昭 和 45 年 に 「 過 疎 地 域 対策 緊急 措置 法 」 制定 以来 、4 次 に わた る 
特別 措置 法 の 制定 に より 、 総 合 的 な 過疎 対策 事業 が 実施 され 、 過 疎 地域 に お ける 生活 環境 
の 整備 や 産業 の 振興 な ど 一 定 の 成果 を 上 げた と ころ で ある 。 








し か し な が 
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ら 、 依 然 と し て 多く の 集落 が 消滅 の 危機 に 顔 し 、 ま た 、 森 林 管 理 の 放置 に よ 























る 森林 の 荒廃 や 度 重なる 豪雨 ・ 地 震 等 の 発生 に よる 森林 崩壊 、 河 川 の 池 溢 な ど 、 極 め て 深 

















刻 な 状況 に 直 軸 








過疎 地域 は 


し て いる 。 
、 我 が 国 の 国土 の 過半 を 占め 、 豊 か な 自然 や 歴史 ・ 文 化 を 有する ふる さと の 






























































地域 で あり 、 都 市 に 対す る 食料 ・ 水 ・ エ ネル ギー の 供給 、 国 土 ・ 自 然 環境 の 保全 、 い や し 






































の 場 の 提供 、 
過疎 地域 が 


災害 の 防止 、 森 林 に よる 地球 温暖 化 の 防止 な ど に 多大 な 貢献 を し て いる 。 
果たし て いる この よう な 多面 的 ・ 公 益 的 機能 は 国民 共有 の 財産 で あや り 、 そ れ 
























































は 過疎 地域 の 住民 に よっ て 支え そら れ て きた も の で ある 。 





現行 の 「 過 














貴 地 域 自 立 促 進 特 別 措置 法 」 は 令 和 3 年 3 月末 を も っ て 和 失効 する こと と な る 











が 、 過 疎 地 域 
き 、 過 疎 地 域 
く 政 策 を 確立 




















が 果たし て いる 多面 的 ・ 公 益 的 機能 を 今後 も 維持 し て いく た め に は 、 引 き 続 
に 対し て 総合 的 か つ 積 極 的 な 支援 を 充実 ・ 強 化し 、 住 民 の 暮らし を 支え て い 
・ 推 進 す る こと が 重要 で ある 。 



































過疎 地域 が 
持 さ れる こと 
ある こと か ら 

よっ て 、 引 
する 。 





以上 、 地 方 自 

















、 そ こ に 住み 続け る 住民 に と っ て 安心 ・ 安 全 に 暮らせ る 地域 と し て 健全 に 維 
は 、 同 時 に 、 都 市 を も 含め た 国民 全体 の 安心 ・ 安 全 な 生活 に 寄与 する も の で 
総合 的 な 過疎 対策 を 、 よ り 充 実 ・ 強 化 さ せる こと が 必要 で ある 。 

き 続 き 、 過 疎 地域 の 振興 が 図ら れる よう 新た な 過疎 対策 法 の 制定 を 強く 要望 













































































治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








洋 野 町 





【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 10 月 8 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 総務 大 臣 財務 大 臣 
文部 科学 大 臣 

【 件 名 】 教 職員 定 数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 を は か る た め の 、 
2020 年 度 政 府 予算 拡充 を 求め る 意見 書 


学校 現場 で は 、 解 決 す べ き 課題 が 山積 し て お り 、 子 ども た ちら の ゆたか な 学び を 実現 する 
た め の 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 困難 な 状況 と な っ て いる 。 特に 
小学 校 に お いて は 、 新 学習 指導 要領 の 移行 期間 中 で あり 、 外 国語 教育 実施 の た め 授 業 時 数 
の 調整 な ど 対 応 に 苦 虐 し て お り 、 ゆ た か な 学び の 実現 の た め に は 教職 員 定 数 改善 な どの 施 
人 策 が 最 重要 課題 と お な っ て いる 。 ま た 、 学 校 現場 に お いて は 、 長 時 間 労 働 赴 正 に 向け て 教職 
員 の 働き 方 改革 が 進め られ よう と し て いる が 、 そ の 中 で も 教職 員 定 数 改善 は 欠か せな いも 
の で ある 。 
義務 教育 費 国 庫 負担 制度 に つい て は 、2006 年 の 「 三 位 一 体 改革 」 の 中 で 国庫 負担 率 が 2 
分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ て お り 、 茂 し い 財政 状況 の 中 、 独 自 財源 に より 人 的 措 
置 等 を 行っ て いる 自治 体 も ある が 、 自 治 体 間 の 教育 格差 が 生じ る こと は 大 き な 間 題 で ある 。 
国 の 施策 と し て 定数 改善 に 向け た 財源 保障 を し 、 子 ども た ち が 全 国 の どこ に 住ん で いて も 、 
一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で ある 。 ゆ た か な 子ども の 学び を 保障 す 
る た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で ある 。 

よっ て 、 国 会 及び 政府 に お いて は 、 地 方 教育 行政 の 実情 を 十分 に 認識 され 、 地 方 自治 体 
が 計画 的 に 教育 行政 を 進め る こと が で きる よう に 、 下 記 の 措置 を 講じ られ る よう 強く 要請 
する 。 
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1 . 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
2. 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割 
合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 





































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








宮 古 市 





【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 10 月 11 日 

【 提 出 先 】 衆 議院 議長 参議 院 議 長 内 閣 総 理大 臣 
農林 水産 大 臣 国土 交通 大 臣 

【 件 名 】 新 た な 過疎 対策 法 の 制定 に 関す る 意見 書 


総務 大 臣 財務 大 臣 


(趣旨 ) 
過疎 地 域 が 果たし て いる 多面 的 ・ 公 共 的 機能 を 今後 も 引き 続き 維持 し て いく た め 、 新 
た な 過疎 対策 法 の 制定 を 強く 求め る 。 












































(理由 ) 

過疎 対策 に つい て は 、 昭 和 4 5 年 に 「 過 疎 地 域 対策 緊 急 措置 法 」 制 定 以来 、4 次 に わ 
た る 特別 措置 法 の 制定 に より 、 総 合 的 な 過疎 対策 事業 が 実施 され 、 過 疎 地 域 に お ける 生 
活 環境 の 整備 や 産業 の 振興 な ど 一 定 の 成果 を 上 げた と ころ で ある 。 

し か し な が ら 、 依 然 と し て 多く の 集落 が 消滅 の 危機 に 賞 し 、 ま た 、 森 林 管 理 の 放置 に 
よる 森林 の 荒廃 や 度 重なる 衰 雨 ・ 地 震 等 の 発生 に よる 林地 月 壊 、 河 川 の 池 藩 な ど 、 極 め 
て 深刻 な 状況 に 直面 し て いる 。 

過疎 地域 は 、 我 が 国 の 国土 の 過半 を 占め 、 豊 か な 自然 や 歴史 ・ 文 化 を 有する ふる さと 
の 地域 で あり 、 都 市 に 対し て 食糧 ・ 水 ・ エ ネル ギー の 供給 、 国 土 ・ 自 然 環境 の 保全 、 い 
や し の 場 を 提供 、 災 害 の 防止 、 森 林 に よる 地球 温暖 化 の 防止 な ど に 多大 な 貢献 を し て い 
る 。 

過疎 地域 が 果たし て いる この よう な 多面 的 ・ 公 共 的 機能 は 国民 共通 の 財産 で あり 、 そ 

れ は 過疎 地域 の 住民 に よっ て 支え られ て きた も の で ある 。 
行 の 「 過 疎 地域 自立 促進 特別 措置 法 」 は 令 和 3 年 3 月末 を も っ て 失効 する こと と な 
る が 、 過 疎 地 域 が 果たし て いる 多面 的 ・ 公 共 的 機能 を 今後 も 維持 し て いく た め に は 、 引 
き 続 き 、 過 疎 地域 に 対し て 総合 的 か つ 積 極 的 な 支援 を 充実 ・ 強 化し 、 住 民 の 暮らし を 支 
えて いく 政策 を 確立 ・ 推 進 す る こと が 重要 で ある 。 

過疎 地域 が 、 そ こ に 住み 続け る 住民 に と っ て 安心 ・ 安 全 に 暮らせ る 地域 と し て 健全 に 
維持 され る こと は 、 同 時 に 、 都 市 を も 含め た 国民 全体 の 安心 ・ 安 全 な 生活 に 寄与 する も 
の で ある こと か ら 、 引 き 続 き 総 合 的 な 過疎 対策 を 充実 ・ 強 化す る こと が 必要 で ある 。 

よっ て 、 新 た な 過疎 対策 法 の 制定 を 強く 要望 する も の で ある 。 













































































































































































































































































明 















































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 10 月 25 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議 長 内 閣 総理 大 臣 財務 大 臣 文部 科学 大 臣 


復興 大 臣 
【 件 名 】 緊 急 ス クー ルカ ウン セラ ー 等 活用 事業 に 係る 財政 支援 の 継続 を 求め る 意見 
書 


岩 災 に 直接 的 な 影響 だ け で な く 、 岩 災 か ら の 時 間 経 過 と と も に 、 二 次 的 ・ 複 合 的 要 
因 に よる ス 本間 ES スクール 0 ウン ラー の 
配置 が 、 児 童 生徒 の 心 の ケア に 大 き な 成 果 を 上 げ て いる こと か ら 、 今後 も 継続 的 な 取り 組 



















































































し か し 、 国 に お いて は 平成 2 8 年 度 か ら の 5 年 間 を 「 復 興 ・ 創 生 期間 」 と 位置 付け 、 復 
興 財源 に つい て も 令 和 2 年 度 を 一 つの 区 切り と し て いる 。 
緊急 スク ー ル カウ ン セ ラー 等 活用 事業 は 、 人 材 の 確保 と と も に 財源 の 
と な っ て いる 。 

よっ て 、 復 興 財源 で 行わ れ て いる 緊急 スク ー ル カウ ン セ ラー 等 活用 事業 に つい て 、 復 興 
期間 終了 後に お ける 財政 支援 の 継続 を 強く 求め る 。 

































































誰 保 も 重要 な 課題 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








盛 岡 市 | 【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 10 月 30 日 
【 提 出先] 内 閣 総 理大 臣 内 閣 官 房 長官 財務 大 臣 文部 科学 大 臣 衆議院 議長 
参議 院 議 


【 件 名 】 教 職員 定数 の 改善 及び 義務 教育 費 の 国庫 負担 拡充 を 求め る 意見 書 


学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 困 難 化す る 中 で 子供 た ちの 豊か な 学び を 実現 する た め 
に は , 教材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 確保 する こと が 不可 欠 で す 。 
特に 小学 校 に お いて は , 平成 30 年 度 か ら 新 学習 指導 要領 の 移行 期間 に 入り , 外国 語 教育 
実施 の た め の 授 業 時 数 の 調整 な ど 対 応 に 苦 虐 す る 状況 と な っ て いま す 。 豊 か な 学び の 実現 
の た め に は , 教職 員 定 数 改善 な どの 施策 が 最 重要 課題 で す 。 
また , 明日 の 日 本 を 担う 子供 た ち を 育む 学校 現場 に お いて , 教職 員 が 人 間 ら し い 働 き 方 
が で きる よう , 長 時 間 労 働 の 是正 が 必要 で あり , その た め の 教 職員 定数 改善 は 欠か せま せ 
ん 。 
義務 教育 費 国 庫 負担 制度 に つい て は , 平成 18 年 度 か ら 国 庫 負 担 率 が 2 分 の 1 から 3 分 の 
1 と な り ま し た 。 地 方 で は 厳し い 財 政 状 況 の 中 , 独自 財源 に より 人 的 措置 を 行っ て いる 自 
治 体 も ちり ます が , 地方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いる こと 自治 体 間 の 教育 格差 が 生じ る 
こと は 大 き な 問 題 で す 。 国 の 施策 と し て 定数 改善 に 向け た 財源 を 保障 し , 子供 た ち が 全 国 
の どこ に 住ん で いて も 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で あり , 子供 の 豊 
か な 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で す 。 

よっ て , 国 に お いて は , 地方 行政 の 実情 を 十分 に 認識 し , 地方 自治 体 が 計画 的 に 教育 行 
政 を 進め る こと が で きる よう に , 下記 事項 を 実現 する よう 強く 求め ます 。 
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1 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め , 義務 教育 費 の 国庫 負担 を 拡充 する こ 
EE 





































































































以上 , 地方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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